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　　　　　　　　　　　　　　　　木造密集市街地、細街路、住宅再建、阪神大震災

　　　　　　　1．研究の背景と目的　　　　　　　　　　　　　　　リアになる。

　　　　　　　阪神・淡路大震災では木造密集市街地が大きな被害を

　　　　　　受けた。そうした地域の市街地復興、住宅復興で問題に　　　2．対象地区と調査方法

　　　　　　なるのは、細街路を主とする基盤未整備と狭小宅地の存　　　表一1は、木造密集市街地4地区の震災後18ヶ月時点

　　　　　　在である。震災後の復興まちづくりの両極として黒地地　　での調査結果で、接道・非接訣別の更地化率とそこへの

　　　　　　域の区画整理地区と白地地域があるω。区画整理地区で　　住宅再建率を示したものである“，。

　　　　　　は都市計画決定に問題があったことから住民の反発が強　　　地区別の特徴をみると、須磨地区は住宅再建率が最も

　　　　　　く、行政不信をともないながらも、基盤整備が進められ　　高く、しかもそのほとんどが本源住宅である。それに比

　　　　　　ている。一方、白地地域では、自力住宅改善にまかされ　　べ、長田区の神楽地区、二葉地区は、いずれも再建率が

　　　　　　る事実上の放置地域になっていて、いくら基盤が未整備　　低く、とくに神楽では仮設住宅の多いことも特徴であり、

　　　　　　でも極端にいえば、道路一本すら整備されないまま住宅　　地区による住宅再建の階層性が明確に表れている．。接道・

　　　　　　が再建され、あるいは再建すら困難な状況になっている。　非接道の別では、神楽地区を除く3地区ではいずれも接

　　　　　　震災後の木造密集市街地の住宅被害・再建にかかわる研　　道宅地の方が住宅再建率は高い＠｝。以上のような4地区

一　　　　　究では、竹原1高田らの研究陰｝、安藩らの研究“1などが、　での住宅再建の概要をふまえたうえで、ケーススタディ

　　　　　　住宅再建プロセスとその困難点をと．らえたものとしては　　地区として西須磨地区を選定した。

　　　　　　平山の研究臼）、また復興事業・まちづくりのなかで狭陸　　　西須磨地区を選定した理由は、第1に地区の多くが狭

　　　　　　道路、狭小敷地問題をあつかった佐藤らの研究臼1などが　　陸道路による基盤未整備であること、第2に白地地域で

　　　　　　ある。しかし、震災後の住宅復興・再建は、いまだその　　あること、第3に地区におけるまちづくり運動があるこ

　　　　　　途上であり、研究的にも十分実態が明らかになる段階に　　とである。西須磨地区は、後掲の図にみるように地区東

　　　　　　は至っていない。本研究では、基盤未整備の典型である　　南の一部で戦災復興区画整理が行われているが、それ以

　　　　　　西須磨地区を対象として、接道・雨請道の別による住宅　　表一14地区の更地化率と住宅再建率　　　　　　件数（％）

　　　　　　再建の実態を比較し、そのうえで非接道エリアにおける　　　　　　　芦屋地区　神楽地区　二葉地区　須磨地区

　　　　　　住宅醐の困難性・擁課題を明・か・することを確蓋礫謝；1糊：ll｛1：1案；；；瀧：；盛砂糊

　　　　　　の目的とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　更地のまま447（5■9％）358（725％）193（63フ％）340（53．0％）

　　　　　　　なお」髄工・・…「前面道路・・4・未満の道路。器儀lll鵬4発綴i　l器：韓国綴i

　　　　　　にしか接していない宅地の温良」と定義する。非接道工　　接した仮設　150．0％）77（16．1％）乃餌％）　5（α6％）

　　　　　　・アの内部で・・開辮で・・以上の道路・接・た宅地道雛墨まll器凌ii謬i畿耀膿il欝：謬

　　　　　　群が島状にあるような場合には、その部分は当然接道工　　　注：更地化率は、更地化した宅地数／全宅地数xloo

　　　　　　癖　正会員　近畿大学理工学部建築学科　（KinLd　UnivJ

　　　　　　孝喧塚市役所鰍職uka　City　Gove㎜ent）
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外の部分は、基盤が整備されていない。震災前に区画整　　表2構造’住宅形式別被災度　　　　　　　　戸数（％）

騨業が計画されたが浦と町会役購との綴だけで　。　讐黒門門別lll
決められようとしたことから住民運動がおこり事業は頓　　　長屋　　蟹6）　鵤2＞　讐♂　（S31》　早　（穣。）

挫した。震災後報復ともいえるような、50年、30年前に　　木文化．ア　（擢）　～18）　喫）　（0．77）　（竪）　（1舞。）

都市計画決定された三本の街路事業だけが事業計画決定　　造三二1社　（5皇3）　（3号6）　（98）　（ザ　　（踏0）　（囎①

された。それに対し「西須磨まちづくり懇談会」が結成　　　讐　謬　　｛鶉　　鵬　　認　　㍗　　鴉碧

され、道路問題に対応しながら、環境や福祉を含めた総　　　　コンタ　空9　霧　　霧　　鑛　　㍗　　霊重

合的なまちづくり運動が展開されているこ・）。基盤未整備　　一報一一　鷺　　13ぎ　1冨　　llぎ　㍗0　1鑑。

地区では本来的にいえば、住宅再建と基盤整備が連動し　　一研r一一　1き9　　響　　．言　　讐　　　㍗0　工讐・0

て展開されることが期待される。しかし、白地地域では　　　　　　　留l　l器　　留g　希釜　　40　1罷0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　署居住者の自力再建にまかされるため、住民自身によるま　　　　　　　242　33・3　　α4　　Lg　m　　1㎝0

ちづくり運動等のないところでは当然個別再建にとどま　　表一3　6ヶ月ごとの住宅再建プロセス　　　　　件数（％）

らざるをえない。上記のような運動を行ってきている西　　　　　　　　6ヶ月　　12ヶ月　18ヶ月　24ヶ月

須磨地区でも、震災後2年以上を経た現在、個別の住宅　　接再建した　21（3．5％）210（3z4％）297（463％）331（52・oる）

再建：だけにとどまっている段階である。　　　　　　　　道更地のまま582（965％）438（67・6％）345（53・7％）306（48・0％）

本研究の方法…ず住宅地図・現地での実醐に非畿箋讐讐；lll鵬蝉吟lllll：1藷i

より下道宅地と椥’宅地を抽出し・下手道エリアマ・　接更地・まま691（96．5％）1590（73．8％）、卿、。）、、3（，。、。）

プを作成した。そのうえで第1に、地区全体に対して継　　進更地化率716（45．4％）800（5α7％）817（51．8％）814σL6％）

続的に行っている観察による住宅再建調査という方法で、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表一4　住宅形式・非住宅別住宅再建・更地化状況1　件数（％）

螺欝漢贈纏二野　・一・黙黙非住宅・
いてセットバックの有無等住宅再甦の実態と再建困難性、　　　再凹した　　g　37　　5　　　　0　28　331

住宅の姻化悔盤備との鋤の動き等につレ’て泊接更地。（聡哩（16掛5α濡幕“5豊聡
治会および居住者にヒアリングを行い、問題を具体的に　　　　まま　σg5）（5g．8）（833）（50．0）（100．0）（65．0）（48．0）

把握すると・・う方響と・た。　　　　道更舞ヒ数lll　lll　l号，11i　lll　llil
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　更地化率　50．1％46．5％　612％　7．5％　18．8％　42．8％　46，9％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　再建した　　302　　38　　15　　　1　　　1　　14　　371
　　3．住宅被害と住宅再建動向の分析　　　　　　　　　　　　　　　（54，7）ロ2．4）¢5．g）（100．o）（loo．o）（43．8）（45．6）

表一2は構造・凹形式例の囎である．木造腕の被養饗調聴講⑩8⑩8，，。ll調

害が詮壊41％・半壊・・％と馳地域としては・繍・鞭舞ヒ数1111111；1111111111
大きな被害であり、文化住宅や長屋だけでなく、戸建て　　　更地化率49．4％603％59．8％　5．9％33．3％492％5L5％

住宅でも被害が大きか。たことが撒である．基盤未整　：畏は戸・’アパ州マンション・　は　　　哩

備のため、住宅被害とともに細街路も大きな被害を受け、　　妄5戸建て住宅敷地規模別住宅再建’更地化状況　件数（％〉　　　　　．

震災後かなりの期間がた・て醐壊し燵物1・よ・て封　　　一・・㎡・・一74㎡・・一99㎡’聖’計

鎖されたままの野路があちこちにあ・た・また・ブ　再’した爾議誘、、調調
ロック塀の倒壊も多く、道が狭いため細街路に両側から　　接　更地の　　　26　　24　　23　　98　　171

完全に倒れこんでいる場合もみられ・もしラ瞳の登下校道更輪鷺囎。3麗一蹴
時なら大きな被害につながったことは確実である。震災　　　全宅地数　　61　　131　　145　　490　　827

二丁地化の新で囎の大きさがよりあらわ・なる一　寄地讐5讐4號4讐5鵜52鑑

賞腕の醐も進行していく・　　　　非更地。囎（452哩（聡燃
　本対象地区は、接道宅地が46．9％、非接道宅地が53．1　　接　　まま　　　（54．7）　（55．0）　（37．6）　（42・0）　（45．1）

％で全宅地の過半数が弓道宅地である．表3膿災町道 n辮　lll　l｝1111111趨
2年の段階まで6ヶ月毎に住宅の再建プロセスを示したも　　　　更地化率　亜9％　46・8％　492％　53コ％　50・5％

のである。震災後6ヶ月の状況をみると接道宅地、非接　　推移し、同程度の再建テンポとなっている。その結果2

道宅地とも35％と同様の再建率であったが、その後の　　半信の状況は、接道宅地で52．0％、非理道宅地で4i6％ま

6ヶ月、震災後1年にかけて接道宅地での再建が進んだ。　で再建されている。居住者によると「表通りは建ってき

その後は、二二道宅地での再建が数パーセント遅れつつ　　たが、街区内の裏通りでは再建が遅れている」とのこと
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　　　　　　、一i一幅勢装クーへ「つ一　　　■更地のままの宅地
　1．1　　　　　　　　’『〆
　　　禽
　　　　　　　　　　　　　図一1　非接道宅地エリアにおける更地化と住宅再建の状況（18ヶ月後）

であるが、非接道エリアでも、上の数字にみるように、ま　　表一6　大規模・中規模非接道エリアのタイプと概要

だら模様であるがかなり再建されている。再建の中心で　　　エリアタィブ　エリア　無接道　loo㎡　更地　住宅再

あ・戸建て住宅につい・規模（狭小住宅）による違…　嶽雛日建翻宅地数蕪、器器

どうであろうか・須磨は・昔幽遠町から出発している　大翁低圭1仔1、携ll：；｛1：窪ll：1

ので宅地規模は都市部としては相対的には大きい。100㎡　　　　　模　い　エリア24　2〔緬　　51．9　485　35．7

を蜘・すると接道宅地では、1。。㎡以上力・主体、非接道宅　規　。圭i湾接li：1讃il：1

地ではほ畔・である．宅蝦模と醍の関係について　模慧。圭：瀦鷲ll：l　ll：l　ll：1

は、件数は少ないが、接道宅地の50m墨未満の宅地で再建　　　　　　　　　エリア23　77　　45・5　36・4　32・1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いエ1ア15　31　　74．2　54．8　70．6
率が極端に低い。また非接道宅地では75㎡までは再建率　　　　　狭　　　エリア5　28　　75．0　35．7　20．0

が低く、狭小宅地での醍困難性が示されている。　中小麗1銘ll；1：1壽：18：1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　エリア22　14　　78．6　　85．7　　33．3
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／1、　イ　エリア2　　36　　61．1　　66．7　　4．2
　4．非接道エリアの分布とエリアのタイプ　　　　　　　規　規　い　エリア7　25　　560　44・0　36・4
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　模エリア161656．331．320．0
　非接道宅地エリア（最小2宅地が連坦）の分布を示し　　　　　　　　エリア8　27　　4α7　51．g　64．3

たのが図一1である．エリアは駄325宅地とい・た大規　模慧醍：1発ll　ll：ll；：1；1：？

灘ものから2宅地のものまで・計36エ1）アあ・た・7・　　　圭：1；ll｝l　ll：l　ll：118：8

宅地以上を大規模、10宅地以上を中規模、10宅地未満を

小規模非接道エリアとすると、それぞれ8、13、16エリ　　再建率を組み合わせて大規模・中規模非接道宅地エリア

アという分布になる。大規模エリアは、地区西部、およ　　のタイプを整理したのが表一6である。

び北東部にかけて広がっている。中、小規模エリアは東

南部の戦災復興区画整理区域に点在しているのと、西須　　　5．非接道宅地エリアでの具体問題の考察

磨小学校西を南北に走る離宮道の西側に分布している。　　　ここでは、大規模非接道宅地エリア8、中規模非接道宅

大規模エリア8つの内7つまでが100宅地以上であり、　地エリア13の内、典型として各4エリア、6エリアをと

基盤が整備されていない状況が分かる。宅地規模と住宅　　りだし住宅再建の困難性を具体的に分析する。図一2、3が
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　　エリア1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　非接逸50　調50－75　75～1go　二〇〇　　《更地詫（再脚更　　　　　　雑

蕊　。黙。薫1藻羅象羅叢1、1難
　　マンンヨン　…・　　矯饒・る・エリア全体でも1・・疎可算撒宅地が博多・・　’　脚
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　b　　’接道状況1大きなエリア内に狭駐道路が複雑に入り組んでいる。2m前後と非常に狭

　　　　　　　　　‘　　　蓉　　，　　　　　　　　いものも多い。しかも斜面地で坂も多い。

　　　　　　　　　　　　，．　1櫻．　　　　　　C　・再建状況＝再建住宅は各自セットバックして道路中央から2m確保している。　aは借
　　　　　　　　　駈　　　陵　．　翫　　　　　　　　地人で公営住宅に入居、bは一戸建て希望だが資金と前面遊路の問題で頓挫、　c（右上

　　　　　　　　　　　　　　　サ　コ
　　　　　　　　’・　　、．　　鎌　　　　　　　　　の図を参照）は奥の2棟が前の宅地の地主に進路用地として提供して欲しいと申し入れ

　　　　　　毒　棚t：　　　　・　　．　　　　　たが、「自分の土地も100㎡未満で提供すると建物が狭くなるので」という理由で断ら

　　　　　　　　　　　　　．＿．．一・一一・一駐車婿一’一‘　れた等である。2戸1住宅もみられるがこれは血縁関係によるものである・またエリア　　　　　・

　　　一一一　　　　　a建後退のみ一　 内に建て売り住宅が建っている。

　　エリア11
　　　中央幹線拡幅予定区域　　　　　　　　　　　　　　　　非贈遺50未満50－75　75－100　100以上（更地陥（再建1更　　　　　　禦は残」て叫　　　　　　　　　　　　・

　　　　　三聖穿下芝墨隷。轟轟議．、、朧
　　　　　　　　　　　　　　　　・、．．　　．．1　　　　　　　　　　く再建住宅が少なレ㌔太線の北側は街路計画　　　歴・　　〆考
　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　みロ
　　　　　　　　　　　　・＝謬　　　　署　州一叫略．．　　　　　が震災後決定され，、太線の南側は100㎡以上

　　　騨．　、．樋』』覇欝1縷論難藁蔓1難雛灘獅？謡勲．

。。売叢～　鞭擁鹸瀦識纏糖撫。、％。れ、。。地
り住宅

@、・．．，、　続馴繍雛潔照照雛鑑葺灘難
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　セットいことがわかり近所の人の署名をもらい地目変更をして再建にこぎつけた。

　　　　　　a　　　　　　　　　　　　．　　　　　　バック全体的に建物は奥でさがって再建されているが、塀は遊蹄境界に接している
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　しためあまリセ。トパックの効果はな、・。

　　　　　　　　　一一　一「r一一一『r　　　r

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「＿一一一rr売りに出している。　eは従前はアパートであったが地主は再建する意志

　　、　一一一「一一r　　　　　　　f　　　　　　　　なし，9は高齢等の理由で再建のめどなし等である。

　　　　　　　　エリア3　　　　　　　　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　・土地の献上＝この街区は、非接道宅地が多く更地化

》臨　，饗嚢5．覧1山導黙難懸灘臨誘駿老羅麦藷超え騨

　　　　　　　　　　　　　繍乱翼号繊欝欝礁蕊1糠

　　　　　　　　　　　　　　　灘．．賦謹聡慰撫撫｝1灘簾1灘

∴。，．。ク澱馨巽　lll撚獄饗驚騨

撫職d耀浴ピ櫻騰ll讐繋ノ＝欝＝謙
　　　　　　　　　　　　　　　図一2　大規模非接道エリアでの再建困難状況
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　　　　　　　　エリア7　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　エリア15
　　　　　　　　　　　　　　地　　　　　　　　　　　　　　　更　ヒ　悔　　　　　　　　　　　地　　　　　　　　　　　　　　　　地　　　再建数
　　　　　　　　　　非接道50㎡未満50－75㎡75一100㎡100m墨以上（更地1宅　（再二更　　　　　非接道50m未満50心75m　75～100　100m以上（更地！宅（再建！更
　　　　　　　　　　　地　　　％　　　「％　未’覧　　　％　　　地　　　地イ　　　　　　　　塘　　　％　　未「％　　未’％　　　％　　　地　　　地｛
　　　　　　　　　　　　25　　　　9　　　　3　　　　　2　　　　11　　　11　　　　4　　　　　　　　31　　　　16　　　　2　　　　　5　　　　　8　　　　17　　　　12
　　　　　　　　　　　　　　　　6ゼ　　　　　12．　　　　　　8．0　　　　　44．0　　　　44．0　　　　36．4　　　　　　　　　　　　　　　　　　5L6　　　　　6．5　　　　　16、1　　　　　　　8　　　　54，8　　　　　0．6

　　　　　　　　．土堵の状況＝宅地規模は比較的大きく更地化率は44％である。地区’土地の状況＝100㎡未満の宅地が7496と非常に高く・中でも50㎡未満

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の宅地が過半数を占め、小規模宅地の密集エリアである。しかし多くは背
　　　　　　　　の北側部分は街路事業にかかっている。
　　　　　　　　．馬脚況＝1四幅の鋤がL型に入。ているだけ砒働鞭であ割咤塒こな・てお幡建は可能と考えられる・

　　　　　　　　る。　　　　　　街購区域・　1’雛状況：接道の問題で再建が進まないと思われる・特に右上の伽道
　　　　　　　　・再鐘状況＝再建住　　　　　　　　かかっている。一神戸市に売却　二陣ついてはL5mしかない。こうした土地では本来的にいえば共同化が

　　　　　　　　覧麟繍：1　　・主＼驚鐵1弟謡鶴一　7　一骨

　　　　　　　　エリア9　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　エリア12
　　　　　　　　　　　　　　地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　更地　ヒ数　　 再建数

　　　　　　　　　　非接道50㎡未満50～75㎡75～100㎡】00㎡以上（更地！宅　（再建！更　　　　　非接道50　莱満50～75　75～100　100m以上（更地1宅（再建ノ更
　　　　　　　　　　宅地　　　艶　　未満％　　未　％　　　％　　　地　　　地化　　　　　　　　　　　％　　　996　未・％　　　％
　　　　　　　　　　　　31　　　　　　0　　　　　　7　　　　　　　5　　　　　　19　　　　　14　　　　　　8　　　　　　　　　　19　　　　　　0　　　　　　4　　　　　　　4　　　　　　11　　　　　10　　　　　　5

　　　　　　　　　　＿＿＿⊥＿＿一ユL　　　　　　　　　o，0　　2L1　　　2u　　　579　　52β　　50，0
　　　　　　　　・土地の状況1このエリアは小規模宅地の比較的少ない地域である。更　・土地の状況＝変形した街区ではあるが、ほぼ背割り宅地の比較的良妊

　　　　　　　　糠灘難壁獄。る。区。あ。紙土地。集合玉転驚区内。。路。＿1鰐・・．＿駕、譜・

盒　　　　　　エリア16　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14　　2　　6　　　3　　　3　　12　　4
　　　　　　　　　　　　　　　地坦摸　　　　　　　　　　　更　　　毒　　　　　一一一⊥一心
　　　　　　　　　　　非接道50未満50～75㎡75～100m　100m以上（更地尾（可建厘　　・土地の状況＝街区構成はしっかりしているが・大規模宅地と小親模宅

馳　　　　　　　　　宅地　　％　　未満覧　未満％　　％　　地　　地化　　　地が混在している。比較的小規模宅地が密集しているところである。

　　　　　　　　　　　　　1612．罫，、，66』、，．乱1、5，、。i・接道状況・街区内の進蹴3・未満であるが途中で折端が・ており・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　複雑な道路である。折れ曲がった奥は将来駐車場になる予定である。
　　　　　　　　■土地の状況：戦災復興区画整理が行われた地区であり・ほぼ背割りし　．再確状況：100㎡未満の非接遊宅地が地図の右側に集まっている。その

　　　　　　　　た形の街区構成になっている。　　　　　　　　　　　　　　　　箇所の南側部分で3宅地がそろってセットバックして再建されている。

　　　　　　　　國接道状況＝街区構成がほぼ出来上がっているのと・非接道宅地ではあ　これは、道路の中心線がセンターより、に北側に寄っており、南側の

　　　　　　　　灘；⊥欝欝郵藩1三岩　叢嘉1

　　　　　　　　即吟馴　　ll　l騨…弓　帰“・懸・　1
　　　　　　　　竈∬い砿い宅撚糸〒デ＝〒而r「　　・崇二＿．。．一一一一．＿．．r二

　　　　　　　　凡例獅羅日義譜面半歳斐臨［コ鵜一壷一品未満［＝・羅以上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図．3　中規模非接道工リァでの再建困難状況
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　耳

各エリアについて、土地状況、接道状況、再建状況に分け　　トバックの内容についても、建物は後退しているが塀等

て図上での説明と文章で墓地的に具体記述を行ったもの　　は従前のままという再建がかなりあることも問題である。

である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なかには、隣同士の話し合いで共同でセットバックを

　　（1）大規模直接道エリアでの再建困難　　　　　　　　行っているところが数件見られる。

　　大規模非接道エリアは大きく2つに分かれる。1つは　　　⑤中、小規模エリアの部分で述べたが、酔気道宅地で

エリア1、3等、地区の西側部分で斜面地になっている。　も、私道に接している小規模宅地については、接道問題

そのため2～3mの道路が入り組んでいるうえに、坂や宅　　が解決しない限り、将来的にも再建ができないという困

地の段差の問題が加わる。いま1つは、東側のほぼ平地に　　難性をもっている。

近いところでのエリアである。エリア24に代表されるよ　　　⑥今後の課題については、各非接道エリアでの問題点

うに大街区は整形でも内部は、細街路が複雑に入り組ん　　を住民の前に明らかにし、住宅再建の困難なエリアに対　　　　　・

でいる。いずれのタイプでも図一2に記述しているよう　　して、基盤整備とも関係した取り組みを考えていく必要

に、敷地が狭小でセットバックできない、奥宅地で前の家　　がある。グループ再建制度、ミニ区画整理といった制度　　　　　・

が再建されると「死に地」になる等、再建には様々な障害　　適用の可能性も含め、まちづくりと連動した研究に発展

がある。再建された例をみると中心から21nセットバック　　させていきたいと思っている。

している場合、建物は後退しているが塀は残っている場

合、十分な後退がないまま再建している場合がある。また　　　註

そのため工事中断になっているケース等もみられる。　　　　（1）神戸市は震災後、震災復興促進地域（5887ba）を決めた。

　　（2）中・小規模非接道エリアでの再建困難　　　　　　　その内・土地区画整理事業・市街地再開発事業等法定都市計画の地域を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　黒地地域、それ以外の住宅市街地総合整備事業や密集市街地整倫促進事
　　非接道宅地数が相対的には少ないこと、背割りになつ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業等の任意事業が適用される重点復興地域を灰色地域、震災復興促進地
ている宅地が多いことなどから・住民同士の話し合いで　　域の指定だけで、事実上の放置地域を白地地域という。

セットバックして建てられているケースがみられる。こ　　　（2）竹原祐介、高田光男、住田昌二、海谷真紀子、山崎古都子

うしたことから、大規模エリアよりもやり方によれば住　　（1996）「阪神・淡路大震災による被災者の住宅・住生活再建プロセスに

環境改善改善につなげることができると考えられる。共　　関する研究」都市住宅学16号。

・建・替・・数・少・・が行・れ…．・か・、エ・ア被総糠㍊、電撃猛撃雛灘謙

9・エリア15等では、細街路が入り組んでいる。また、袋　　関する研究」日本建築学会大会（近畿）研究協議会資料。

路地部分では、旗竿的な敷地の集積のため個人間で解決　　　（4）平山洋介・武田宏・今富僚二（1996）「被災市街地の住宅再達

しなければならず、自主再建は大変な困難をともなう。こ　　プロセスー阪神・淡路大震災における灘区南東地区のケーススタ

れは、大規模エリアについても同じである。　　　　　　　ディー」第31回日本都市計画学会学術研究論文集・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、　　　　（5）佐藤圭二、片寄孝治（1996）「神戸市の震災復興促進区域にお

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ける復興事業計画の特徴について一まちづくり、住宅復興、基盤整備の

　　6・まとめ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興状態からみた都市計画事業と任意事業の比較検討一」1996年度第　　　　　　‘

　　本研究のまとめは以下のようである。　　　　　　　　31回日本都市計画学会学術研究論文集。

　　①被災後の住宅再建状況は地区により大きく異なる。　　　（6）調査4地区の概要は以下の通りである。芦屋地区：被害の大き　　　　　・

須磨は住宅再建が進んでいるが、長田は再建率が低く、か　　い木造住宅地区・区画整理事業地区を含む。長田区神楽地区：ヶミヵル

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　シューズの中心になる住工混在地区、区画整理事業地区を含む。二葉地
つ仮設が多い等・地区による階層格差は広がっている。調　　区：連担する商店街の立地する年商混在地区、再開発事業地区を含む。

査対象とした西須磨地区は、白地地域でありながら住宅　　西須磨地区：基盤未整備の木造密集地区、震災後3本目街路が事業計画

被害が大きく、かつ基盤未整備による被害も大きかった。　決定された。

　　②6ヶ月ごとの住宅再建をみると、震災後2年までの　　（7）神楽地区で・非接道宅地の方が相対的トこ再建率が高いのは・街

住宅再建は、かなりのテンポで進んでいる。接道宅地に比　　区内が格子街路で・セットバックして再建しやすいことが関係してい

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　る。しかし、神楽地区での再建率は、日進、非接道宅地とも低い。
べると聖心道宅地での再建はやや鈍くなっている。　　　　　（8）西須磨まちづくり懇談会は、自らのまちづくりをr住民自体へ

　　③非接道宅地は西須磨地区の過半数を占め大きいウエ　　の挑戟、被災地須磨のまちづくり」株式会社エピック（lgg7）にまとめ

イトをもつが、そのエリアの広がり（単位）は数百か月と　　るという優れた活動を行っている。

いう大きなものから小さなものまである。とくに大規模　　　（9）4地区の分析では・仮設住宅は再建の方に入れたが・西須磨地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　区の分析では、仮股住宅の件数が少ないため、再建住宅として扱わず、
非接道エリアでの再建条件は様々な困難さをもっている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　更地のままの方ヘカウントしている。
　　④非接道宅地でのセットバックについては、2．7m未満　　　（1。）西須磨地区全体の分析は震災後2年段階までで、典型エリア調

の狭い道路ほど行われており、4m近い道路ではセット　査は18ケ月のデータをベースにしてレ・るので、再建動向に風聞的なず

バックしないまま再建している例がみられる。また、セッ　れが少しでている。
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